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第2回新型インフルエンザ (A/Hl Nl)対策総括会議

参考資料

平成 22年 4月 12日

厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部
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○ 三菱総合研究所が 2008年 3月 に実施 した一般の方へのアンケー トによると、約 80%は

新型インフルエンザを知っており、かつ不安に感じていると回答 していた。しかし、約

50%は曖昧な理解 しかしていないと予想された。また、行政が対策を実施すれば、多く

の人が協力すると回答したが、何を行えばよいのか具体的にイメージできる人は少なか

った。

○ 品川区医師会が実施した医療従事者へのアンケー トによると、約 60%が 「発熱外来に

協力できない」と回答しており、産業医科大学の調査では、新型インフルエンザの発

生に際 しては 26%が 「感染リスクがあるなら転職も考えたい」と回答 した。

上記のアンケー ト調査等を踏まえ、下記のような広報、リスクコミュニケーション活

動を行つた。

①  専門家からのアドバイス聴取
・新型インフルエンザ専門家会議のワーキンググループにおける検討

〈日程及びテーマ〉

2008年 5月 23日 :課題および取り組み事項の確認
7月 17日 :リ スコミ基本プラン策定に向けた考え方の整理

9月 5日 :各 フェーズにおける情報提供項目の確認

10月 14日 :医療従事者への情報提供について

10月 28日 :ワ クチン接種の国民的議論について

12月 18日 :課題の整理   `

② マスメディアとの関係構築

口新型インフルエンザ対策推進室長が、主に「鳥インフルエンザH5Nlの ヒトヘの感
染」について、厚生労働記者会への定例記者会見を開催した。(2週間に一度)

・随時、勉強会を開催し、新型インフルエンザ対策についての情報を記者の方々に提供し

た。また、日本で感染例が出た場合の情報公表のタイミング及び項目についての意見

交換を実施した。

・テレビ局 6社、新聞 3社に出張して、各社の幹部および関係部局の方々へ、新型インフ

ルエンザ対策について説明し、報道機関としてBCP(事業継続計画)策定が必須である
ことを伝達した。

③ 一般的な広報活動

・「新型インフルエンザとは」「国の対策」「各自に実行してほしいこと」「薬とワクチ

ンについて」に関して、A4版 4ページのパンフレットを作成し、厚生労働省ホー
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ムページで公開した。

・アニメD∨ D「知つておきたい感染予防策」を作成し、厚労省 HPで公開した。内

容は咳で飛び散る飛沫や手・ものに付着するウイルスの様子などを特殊撮影で映像

化した。

・政府広報として新聞突き出し、インターネットTVを各 1回制作 した。インターネ

ット丁Vでは国立感染症研究所感染症情報センター長に監修を依頼 した。

・新聞・雑誌などの取材やテレビ番組の撮影取材にも対応した。

・医療従事者向けの広報として、医療専門雑誌 (「胸部臨床」「インフェクシヨン・コ

ン トロール」)における連載枠を確保し原稿を提供 した。

④ 自治体への広報

・国立保健医療科学院で年間3回ほど、新型インフルエンザ対策の講座を担当し、対策

の概要、医療対応、リスクコミュニケーションなどを自治体
口保健所の職員に説明し

た。

・2009年 2月 、行動計画とガイドラインが改正されたが、その内容が固まつた 1月 に都

道府県担当者への説明会を東京にて実施した。正式な改正後は全国6箇所でのブロッ

ク会議を開催し、改正の内容を市町村へ周知した。

⑤  電話対応システム構築の模索
口民間の電話相談事業会社に結核感染症課の電話相談業務を外注し、相談案件および

回答のデータ化と分析を進めた。

⑥  BCP策 定促進のための講演活動
・2008年 4月 時点において、BCPを策定していたのは上場企業においても 1、 2割
であったため、事業者ガイドラインの新しい案をとりまとめ後、本格的に経団連など

の団体や個別の企業グループなどで講演活動を行つた。

⑦  その他
ロワクチンの優先順位についての「国民的な議論」のあり方について、コンセンサス会

議などいくつかのモデルを検討した。また、医療倫理の観点からのアドバイスを受け

た。
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【事実関係】

○ 報道機関対応として、2名 を正式にスポークスパーソンに任命し、記者会見を定例・

定時化した。4月 25日・26日 は1日 に2回実施したが、27日 以降は (6月 19日 まで)

毎日1回・16時開始に設定した。重要な発表は厚生労働大臣自身が記者会見を行い、
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事務方が大臣発表後のぶら下がり取材に対応した。大臣会見は 4月 27日の第一回目を

皮切りに、28日 ・30日 、 5月 1日・ 9日・13日 と頻繁に行われている。また、大臣

の方針として、新型インフルエンザ関連情報は積極的に公開することとされた。

○ 広報展開では、政府広報枠の活用をメインとした。
・ 5月 14日 及び 15日 に、主要 5紙と地方紙の 1ページ全面を使った広告を掲載。「か

からないために 口うつさないために」というテーマで全国民に向け具体的な行動の

指針を提示した。

・また、「インターネットTV」 では「私たちにもできる新型インフルエンザの身近な

予防策～国内で発生 したら?～」を制作
口公開した。制作会社との協力でシナリオ

を作成 し、感染研のスタッフに監修・出演を依頼。

○  独自の情報発信として、厚生労働省チャンネル (YOU TUBE)に 大臣記者会見

を公開するとともにホームページによる情報発信を行つた。報道機関の編集を経ない情

報が直接国民に伝わるという利点をもつことから、積極的にYO∪  TUBEを 活用し

た。

インターネットTV

%E3%82%A8%E3%83%33%E3%82%B6&n=1&s=2

私たちにもできる新型インフルエンザの身近な予防策～国内で発生したら?～

チャンネル :20ch 日付 :2009/05/14

※注意このコンテンツは平成 21年 5月 に作成したもので、一部現在の対策と

は異なります。 厚生労働省では、「新型インフルエンザの感染拡大を防ぐに
は、身近な予防策が重要」と呼びかけています。今回は、新型インフルエン

ザがどのようなものかといつた基礎知識から、感染経路や正しい手の洗い方

など、私たちにもできる予防法を紹介します。
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【事実関係】

○  国内感染確定例が確認された時は、大臣会見をYOU ttUBEに 公開した。また、
6月 の基本的対処方針及び厚労省の運用指針改訂に際しては、結核感染症課課長等に

よる解説動画を作成 口公開した。

○  国内感染確定例の発生を契機に、国民向けの広報活動を本格化した。具体的には、
口「冷静な行動のお願い」をテーマにした4ページのパンフレットを作成し、ホーム

ページに公開して自治体等で、自由に活用できるようにした。
口「症状がある方へ」というリーフレットを作成した。熱が出た人を読者として想定

し、どのような行動をとつたらよいのかを具体的に指示した内容とした。このリー
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フレットもデータとしてホームページに公開して自治体等で、自由に活用できるよ

うにした。
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【事実関係】

○ 流行状況に即 した広報活動として、適宜記者発表を行つた。
8月 19日 :舛添大臣会見「流行期入りを迎えるにあたつて」

8月 27日 :舛添大臣会見「本格的な流行への対応について」

などの大臣会見により、秋冬の流行への大々的な注意喚起を行つた。これらの会見は

YO∪  丁UBEで 公開した。

0  8月 中旬以降は本格的な流行期を前に、誰にでも分かりやすいコンテンツ作りを広報

における最優先課題とし、ホームページの構成とデザインを一般の方々向けにアレン

ジしなおした

○   「予防・受診・療養」に関する情報提供として、政府広報の活用と資材制作の 2つ を

中心として行つた。政府広報枠の活用は以下のとおりである。

■ 9月 :

新聞第一面突き出しに「ひとリー人が感染拡大を防ぐ !」 という啓発的なメッセージ

を掲載。

インターネット丁∨にて感染研・感染症情報センター長
口岡部先生が監修 口出演 した

動画コンテンツ「新型インフルエンザ あなたの ?に答えます (予防編・受診療養編 )」

を公開。

■10月 :

ラジオでニツポン放送の「栗村智の Happy!ニ ツポン !」 にスポークスパーソン

が出演。

小学校低学年をメインターゲットにしたフラッシユコンテンツ「新型インフルエンザ

にそなえよう |」 を公開 (監修は国立感染症研究所の岡部先生 )。

15秒 ×2本のCM(咳 エチケット啓発映像)を公開。
■11月 :

長妻大臣出演のテレビ番組「そこが聞きたい !ニ ッポンの明日」

広報誌「Cabiネ ット」の記事「身近な健康管理 新型インフルエンザとは ?」 。

■12月 1

視覚障害者向けの音声広報 CD「明日への声」で新型インフルエンザを取り上げられ

た。

鳩山総理大臣メールマガジンのクリスマス号に感染研・岡部先生の予防
口療養に関す

る記事を掲載 した。
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資材の制作は以下のとおり。

■ 9月 :

患者会情報センターを中心に した、患者 さんたちのグループによるパンフレッ トを 2

つ制作・公開 (「ぜんそくなどの呼吸器疾患のある人へ」と「糖尿病あるいは血糖値の

高い人へ」)した。
「感染拡大はひとリー人が防 ぐ」をキーメッセージにしたポスターを制作 し、 PDF

データをホームページに公開 した。

■10月 :

医療従事者を対象としたノウハウビデオ (D∨ D)を制作 した。テーマは、外来診療

における患者 さん同士の感染を防 ぐためのノウハウで、この動画コンテンツは診療所

編と病院編の 2つがあり、ともにホームページで公開 した。また、都道府県や医師会

などには DVDと して配布 した。
■12月 :

小児の自宅における急変例が重なつたことから、「発熱したお子さんを見守るポイン

ト」についてバンフレット (A4裏表)と ポスター (A3)を制作 し、日本小児科学
会と連携 してホームページに掲載した。

患者会情報センターを中心にした患者さんたちのグループによるパンフレットの第 2

弾をホームページに公開 (「妊娠中・授乳中の人へ」と「がんで治療中の人へ」)した。

ワクチン関連の広報では、8月 以降、情報決定過程を公開することへの要望が強かつた

ことから、まずは、優先接種の考え方や実際の優先順位などについて、意見交換会など

の資料や議事録を、ホームページヘ迅速にアップした。

9月 下旬以降は、優先接種の考え方や接種体制についての広報にシフ トした。具体的に

は、政府広報として、新聞 1面 を使つた「ワクチン接種について知っていただきたい

こと、ご理解いただきたいこと」という広告を実施するとともに同主旨のパンフレッ

ト (A4版 4ページ)を制作・公開した。

○ ワクチン接種が始まってからは、安全性関連情報 (検討会報告)の迅速な公開を行つた。

○ 輸入ワクチンの安全性に関しては、接種を考える一般の方々の判断に資するよう、十
分な情報を提供することが特に求められた。ワクチンについての説明は正確さを優先

すれば専門的で難 しくなり、可能な限り平易な表現を求めたが、結果としては、専門

的で難しい内容を一部含むものとなった。

○ 定例記者会見は 09年 8月 26日から週 2回実施していたが、2010年 2月 19日 からは
再び週 1回 とした。

○

○
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○ 週刊誌は新聞 ロテレビとは異なる報道姿勢をもち、新型インフルエンザに関しても独

特の切 り口から報道を行つていた。なかには事実誤認にもとづくと考えられる記事も

あったが、それは厚生労働省が十分に情報提供を行つていないために生じた可能性も

あると考えられた。そこで、大臣からの指示もあり、主要週刊誌の編集部を訪問し、

その後のコミュニケーションを円滑にすべく、取材対応などについて具体的な意見交

換を行つた。
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